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地震・津波観測監視システム（DONET）

（※１：地震調査研究推進本部地震調査委員会より ※２：内閣府中央防災会議より）

地震計、水圧計等を組み込
んだマルチセンサーを備え
たリアルタイム観測可能な高
密度海底ネットワークシステ
ムを南海トラフの地震の震
源域に設置。

○南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の高精度な地震像の把握
○緊急地震速報の迅速化
○津波即時予測技術の開発及び津波情報提供の高精度化・迅速化
○地元自治体への津波データの提供

イメージ図

背 景

事業概要

津波即時予測技術の開発

期待される効果

連動性の予測研究緊急地震速報への貢献

中央防災会議による被害想定

○高精度で迅速な地震・津波情報の発表
＜地震の早期検知＞
今までより、十数秒早く地震を検知できる。
＜津波の早期検知＞
今までは地震計により津波の発生を推定、沿岸域の検潮所等
で津波を検知していたが、これにより、十数分早く津波を直接検
知できる。

南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の今後30年以内の地震発生確率は極めて高く（70％程度
（※１））、これらの地震が同時発生した場合、最大でＭ９．１程度の巨大地震が発生し、死者が32万３千
人に至る（※２）と想定されており、東日本大震災を上回る人的・物的被害の発生が懸念される。
海域には十分な観測機器が整備されておらず、観測データが不足しているため、緊急地震速報や津
波警報等の精度低下の原因となっている。

DONETⅡ整備スケジュール

Ｈ２２年度 機器の製造、高電圧化開発

Ｈ２３年度 機器の製造、高電圧化開発

Ｈ２４年度 機器の製造

Ｈ２５年度 基幹ケーブル敷設

Ｈ２６年度 基幹ケーブル敷設、観測点設置

Ｈ２７年度 観測点設置

Ｈ２８年度 本格運用、防災科研への移管

DONETⅠ DONETⅡ

計画 Ｈ18～21年度 Ｈ22～27年度

設置海域
南海トラフ
(熊野灘)

南海トラフ
(紀伊水道沖)

観測点数 20点（＋2点） 29点

運用開始
Ｈ23より本格
運用中

Ｈ28年度より本格
運用開始

備考
孔内計測装置と
の接続

Ｈ31年度までの当
初計画から加速し
て整備
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即時津波予測システムを導入した自治体・事業者の取組内容
・和歌山県：気象庁より津波予報業務許可を取得。みなべ町から那智勝浦町の沿岸における、第一波到達予想時

刻・最大予想津波高・津波浸水域予測・津波浸水深予測を、当該市町の防災部局に提供。また、津波を
観測した情報を該当市町の住民に緊急速報メールにて配信。

・三重県：県庁内でのシステム利用。津波を観測した情報を該当市町の住民に緊急速報メールにて配信。また、当
該システムを用いて内閣府のM9モデルケースで避難訓練実施

・尾鷲市：市役所内でのシステム利用。将来、市が免許を取得したワンセグ放送と連携
・中部電力：企業内でのシステム利用。別途設置したレーダーやGPS波浪計とシステムを統合

気象庁発表の津波警報等により、地方公共団体は津波防災対応を行っている。
それに加えて、DONETを用いた即時津波予測システムを活用した取組を実施している。

津波第一波到達時刻、
最大津波高の予測情
報を表示

津波トリガー、
地震トリガー
の状況を表示

予測対象
地点を表示

DONET
水圧値の
空間分布
を表示

予測対象地点周辺の
浸水予測マップを表示

最悪ケースの
理論津波波形
を計算して表示

→和歌山県、三重県、尾鷲市、
中部電力にシステムを導入・
観測データを提供

※システムの画面イメージ

DONETを用いた即時津波
予測システムを構築

（参考）DONETを用いた即時津波予測システム
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日本海溝海底地震津波観測網（S-net）

○東北地方太平洋沖では引き続き規模の大きな海溝型地震が発生し、今後も強い揺れや高い津波に見舞われるおそれがある。
地震・津波の観測網の整備及び正確な地震・津波情報の提供は、東北地方を地震・津波から守り、災害に強いまちづくりを進め
る上で極めて重要。

○現行の津波警報は、主に陸上の地震計により津波の高さを推定しているため精度に限界。このため、海域の観測網により津波
を直接検知し、早期に正確な情報を提供することは、適切な防災・減災のために必要不可欠。

○東北地方太平洋沖で発生する詳細な地震像は明らかになっておらず、震源域に近い海域で、地震を連続観測し、精度高く地震
像を解明することは、将来の地震発生予測に貢献するとともに、復興過程における被災地の都市計画、防災計画に貢献。

○津波即時予測技術の開発及び津波情報提供の高精度化・迅速化
○東北地方の地震像の解明
○地殻変動（垂直方向）の観測
○将来起きる地震の正確な予測
○緊急地震速報の高度化（最大30秒程度早く検知） 等

期待される成果

高精度な津波即時予測 緊急地震速報への活用地震像の解明

背 景

スケジュール
Ｈ２３年度 機器の製造、ルート選定

Ｈ２４年度 機器の製造、海域調査等

Ｈ２５年度
機器の製造
「房総沖」に敷設

Ｈ２６年度
「三陸北部」に敷設。「宮城・岩
手沖」に敷設開始

Ｈ２７年度

「宮城・岩手沖」（Ｈ26から継続）、
「茨城・福島沖」、「釧路・青森
沖」に敷設
運用開始

Ｈ２８年度 「海溝軸外側」に敷設

事業概要

ケーブル式海底観測装置
（地震計・水圧計）

海底光ケーブル

○今後、大きな余震や誘発地震のおそれのある日本海溝沿いに地震計・水圧計を備えたケー
ブル式観測網を整備し、地震・津波を観測監視（Ｈ23補正～Ｈ26）。

○事業が遅れている４海域での整備を平成27年度～平成28年度に繰り越したうえで完了し、
試験運用を行うとともに、平成29年度から本格的な運用を
行う。

○観測データ等を用いて、津波即時予測技術の開発に
向けた基礎的なデータ処理等を行う。
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（参考）S-netを用いたSIPでの取組

（３）革新的研究開発
推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ）

（２）ＳＩＰ（戦略的イノベーション
創造プログラム）

（１）政府全体の科学技術関係
予算の戦略的策定

• SIPについて

総合科学技術・イノベーション会議(CSTI)が府省・分野の枠を超えて自ら予算配分して、基礎研究から出口

（実用化・事業化）までを見据え、規制・制度改革を含めた取組を推進。

• SIPレジリエントな防災・減災機能の強化 課題①津波被害軽減のための基盤的研究

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の観測
データ等を活用して津波検知後数分以内に陸
域への津波遡上を予測する技術を開発し、災
害レジリエンス情報ネットワークの概念に基づ
き構築される情報共有システムへの津波情報
の提供を実現する。

実施内容

観測データと合わせて津波予測情報を分かり
やすく速やかに提供するための技術の開発と、
これらの技術を用いた実証実験を実施して課
題抽出、高度化を行う。

総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能強化の３本の矢
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１－② 津波遡上の即時
予測技術の開発

１－① 津波遡上シミュレー
ションモデルの構築

観測データに最も適合する
津波シナリオを高速検索

観測データ

シナリオDB

予測結果（遡上に関する情報）

検索

詳細沿岸地形モデル（10m分解能）
海岸構造物はラインデータで表現

水深に応じた
最適な格子
分割

シミュレーション手法
局所細分化適合格子法

格子が小さい

格子が大きい

１－③ 津波情報を分かりや
すく提供するための技術開発

及び実証実験

可視化・API

実証実験

フィード
バック

開発

最終目標：近地津波の発生源直上に設置されるケーブル式海底地震津波計の観測データ等
を活用して津波の遡上を津波検知後数分以内に推定し、SIP情報共有システムに津波情報を
提供すると共に、津波情報を分かりやすく速やかに提供するための技術を開発。

社会背景：東北地方太平洋沖地震では、初期段階において推定・予測した津波規模が実際と
比較して大きく下回ったことや停電などにより津波情報が住民に十分に伝わらなかったことが
被害を拡大した。このことからも明らかなように、海溝型巨大地震に伴い発生する津波を即時
に予測し、住民避難のための適切な情報の提供に資する技術の開発は極めて重要である。

地震津波観測網を活用した津波即時予測技術開発
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緊急地震速報の改善

＜ＩＰＦ法（H28.12～）＞
同時多発地震を識別して誤報を回避し、適切に震度を予測する。

同時多発地震に対応

観測点

手法A×手法B×手法C×…

データ

観測点 手法A

手法B

手法C…トリガ時刻

選択

震源
距離・方位

ＩＰＦ法

従来法

防災科学技術研究所が所有する
海底地震計データ（DONET1）を、気
象庁の緊急地震速報に取り込み。
（H27.3～）

防災科学技術研究所が所有する
大深度地震計データを、気象庁の

緊急地震速報に
取り込み。
（H27.3～）

南海ﾄﾗﾌ地震に対する緊急地震速報 首都直下地震に対する緊急地震速報

迅速化、精度向上

DONET1

DONET2

気象庁多機能型地震計の新設
Ｈ２１．８／Ｈ２３．３／Ｈ２７．３

Ｈ２７．３の新設点
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平成24年3月 海底津波計の津波警報更新への活用開始
平成28年7月 S-net及びDONET2※の津波警報更新への活用開始

※ 国立研究開発法人防災科学技術研究所

平成24年3月 海底津波計の津波警報更新への活用開始
平成28年7月 S-net及びDONET2※の津波警報更新への活用開始

※ 国立研究開発法人防災科学技術研究所

海底津波計の津波警報への活用

H28.7（191点の海底津波計を津波監視に活用）
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○長周期地震動の特徴
・高層ビルを大きく長時間揺らす。
・遠くまで伝わりやすい性質があり、地震が発生した場所から

数百km 離れた場所でも大きく長く揺れることがある。

長周期地震動Ｐ波 Ｓ波

高層ビルの高層階における被害

≪長周期地震動による被害例≫

・平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震（M9.0）
震源から遠く離れた東京や大阪でも、高層ビルが長時間にわたって
大きく揺れ、内装材の破損、エレベーターの停止などが発生。

高層ビル内における防災対応に資するため、新たに「長周期地震動階級」を
導入し、「長周期地震動に関する観測情報」を提供

長周期地震動階級関連解説表
長周期地震動に関する観測情報（試行）

H25年3月
HPによる提供開始

イメージ図

気象庁HP

長周期地震動に関する情報の提供
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PF法による自動震源の導入による震源決定能力の向上

「平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震」
について（第３報）［地震発生約４時間後］

自動震源の活用により、改善前の報道発表資料では
作成できなかった、小さな規模の地震を含めた資料を作
成できるようになり、地震活動を把握しやすくなった。

2016年4月 PF法を用いた自動震源決定処理を開始
－ 内陸の浅い地震についてM1以上をほぼ100%決定可能に。
－ 地震多発時における決定率の低下を防止。
－ 大地震発生直後の報道発表資料や地震調査委員会での評価等に寄与。

2011年9月3日18時～9月4日18時、M1以上、深さ全て

東北地方太平洋沖地震の
余震域における自動震源の
顕著な決定率の低下を回避

「平成28年（2016年）熊本地震」について
（第１報）［地震発生約２時間後］
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GPS-A海底地殻変動観測による成果

○ GPS測位と音響測距を用いた海底地殻変動観測によって、東北沖地震後の余効変動や南海トラ
フ想定震源域の固着の分布状態が明らかとなった。

地震後の累積水平変位 地震後の累積上下変位

東北沖地震後の余効変動を明らかにするとともに、モデル化

地殻・マントルの粘弾性効果の様子

余効すべりの様子

南海トラフ想定震源域の固着の分布状態が明らかになった
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研究開発成果の最大化に向けた取組（全方位化）大型実験施設を活用した研究開発

2005年（平成１７年）４月完成
所在地：兵庫県三木市
建設費：450億円

実物大の破壊実験が可能
（鉄筋コンクリート6階建て相当）
世界最大の施設

○主な実験

○Ｅ－ディフェンスの利用実績

◆平成17年

〇自体研究
・木造建物実験（被災復旧・免震住宅）
〇施設貸与実験
・使用済燃料貯蔵容器

◆平成23年

※H17～H28まで、無災害時間170万時間を達成

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）

32

33

4

6

2
7

防災科研 民間企業

大学 自治体

公的研究機関 NPO、財団、社団法人等

利用機関別

エネルギー施設の耐震性能検証

住宅の耐震性能検証

・防災科研以外は、共同研究、施設
貸与の契約先

◆平成18年
〇自体研究
・RC建物実験（学校を模した3層RC建物）
〇共同研究
・長周期地震動による高層建物の非構造
物破壊および什器等落下

◆平成19年
〇自体研究
・橋梁耐震実験（橋梁コンポーネント実験）
〇共同研究
・高層建物の地震応答再現

◆平成20年
〇自体研究
・首都直下PJ実験（重要施設の機能保持
評価）
〇共同研究
・高層建物の地震応答対策検証

◆平成21年
〇自体研究
・首都直下PJ実験（高層建物の応答低減）
〇共同研究
・日部共同（鉄骨造ロッキングフレーム）

◆平成22年

〇自体研究
・コンクリート系建物実験
〇共同研究
・既存木造学校施設の耐震補強方法の
開発に関する研究

〇自体研究
・地盤、地中構造物実験
〇施設貸与実験
・原子力プラント斜面における振動実験

◆平成24年

〇自体研究
・機器、配管系実験
〇共同研究
・長周期地震動に対する免震建築物の
安全性検証方法に関する検討

◆平成25年
〇自体研究
・次世代免震実験
〇共同研究
・鉄骨造高層建物の崩壊余裕度定量化

◆平成26年
〇施設貸与
・CLTによる建築物の構造性能検証実験
〇共同研究
・RC造建物の崩壊余裕度定量化

◆平成27年
〇自体研究
・10層RC造骨組の崩壊メカニズムと普
及型高耐震技術に関する実験
〇施設貸与
・戸建住宅の振動性状と構造安全性
検証

◆平成28年
〇共同研究
・臨海部埋立地のコンビナート施設を対
象とした液状化診断、対策技術の大規
模実証実験
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研究開発成果の最大化に向けた取組（全方位化）大型実験施設を活用した研究開発

○主な成果

◆超高層建物・医療施設の室内地震対策（実験：H18 - H20、
H22）

長周期地震動を受ける超高層建物や
医療施設の室内被害の実験を実施

成果に関わるハンドブックを全国の病院
に配布し、地震対策（ベットの固定化等）
が多くの病院で採用

◆大規模空間に設置された吊り天井の実験（実験：H25）

天井の脱落被害メカニズムの解明と国土交通省の新たな天井
耐震基準（H26.4.1～）の有効性を検証。
文部科学省の学校管理者向け事例集に掲載され、学校施設の
耐震化を促進

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）

◆CLTによる建築物の構造性能検証実験（実験：H26-27）

2016年4月1日に、建築基準法に基づく告示が公布・施行された
CLTを用いた建築物の一般設計法検証のためのデータを取得

◆免震建物の衝突による構造・機能への被害検証実験
（実験：H24）

世界初の実大免震建物による衝突実験を実施。
実験で得られた知見は、 『大阪府域内陸直下型地震に対する建
築設計用地震動および耐震設計指針』(大阪府域内陸直下型地震
に対する建築設計用地震動および設計法に関する研究会)に活用

15



地震・津波の切迫性が高い地域や調査が不十分な地域において、自治体の防災計画等の策定支援や、被害の軽減を図る
ため、重点的な地震防災研究や防災力向上のための研究を実施。

◆社会の防災力向上のための研究

○都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト

首都直下地震等の人口・経済・政治的機能が
集中する都市の大災害の被害軽減を図るため、
地震被害像の把握や建物被害推定技術等の研
究開発を行う。

（具体的取組）
・地震被害予測シミュレーション
・建物被害推定モニタリングシステム開発
・情報提供システムの開発及び防災リテラシーの向上 等

○地域防災対策支援研究プロジェクト
地域の防災力の向上のため、全国の大学等における理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果をまとめるデータベースの構築とともに、大学等の研究成果

の展開を図り、大学・自治体・事業者等の防災・減災対策への研究成果の活用を促進する。

◆地域における重点的な地震防災研究

○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト

南海トラフで発生する巨大地震・津波による被害軽減
を図るため、巨大津波発生の解明や、長期評価を実施
するためのデータ取得、広域の被害予測シミュレーショ
ンを行い、 防災・減災対策や復旧復興計画の検討を行う。

（具体的取組）
・大津波の発生要因となるトラフ軸沿いの調査観測
・長期評価を実施するための南西諸島周辺海域のデータ取得
・地震・津波発生メカニズムの解明
・地震動・津波発生・被害予測シミュレーション
・被害予測に基づく地域の防災・減災対策、復旧復興計画の検討

○日本海地震・津波調査プロジェクト

日本海側では観測データ等が不足し、自治体の地
震の想定や防災対策の検討が困難な状況にあること
から、自治体の要望等も踏まえ、日本海側の地震・
津波像の解明等を行う。

（具体的取組）
・海底地殻構造の調査観測
・地震・津波の発生メカニズム
の解明
・地震・津波発生シミュレーション
・地域の防災・減災対策の検討

等

津波石調査

津波・地震動シミュレーション
研究

MeSO-net観測

海溝型巨大地震と内陸地震の関係

海陸統合探査によって得られた
新潟地域の震源断層モデル

地震防災研究戦略プロジェクト
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データプラットフォーム拠点形成事業（防災分野）
～首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト～

理研AIPセンターと連携し、官民連携超高密度地震観測システムの構築、Ｅ-ディフェンスを用いて非構造部材を
含む構造物の崩壊余裕度に関するセンサー情報を収集し、都市機能維持の観点から官民一体の総合的な災害
対応や事業継続、個人の防災行動等に資するビッグデータを整備する。

①官民連携 超高密度地震観測システム

政府関係機関、地方公共団体、民間企業等が保有する地震観測
データを統合し、官民連携による超高密度地震観測システムを構築。 Ｅ-ディフェンスを用いて、非構造部材（配管、天井等）を含む構造物

の崩壊余裕度※に関するセンサー情報を収集。

②非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集

官民連携
超高密度地震観測

感震ブレーカー

交通系

ライフライン企業

首都圏地震観測網
(MeSO-net)

防災科研地震観測網
（K-NET,Hi-net等）

民間

政府等

※地震動による構造物への影響（損傷発生～崩壊）を定量化したもの。

官民連携超高密度地震観測データ
建物のセンサー情報

自然地震と人工地震との相補的融合

中高層ビル 避難施設
災害時帰宅支援

人工地震データ 自然地震データ

地方公共団体、政府関係機関等とも連携し、官民一体の総合的な災害対応や事業継続、個人の防災行
動等に資するデータセットの整備、解析手法のあり方の確立を目指す。

理研AIPセンター
AIで活用する高品質データの在り方について協調

協 議 会
民間企業（ライフライン、通信、交通等）や関係機関と連携

AI活用データセット
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スーパーコンピュータ「京」を用いた地震シミュレーション

○ スーパーコンピュータ「京」を利用したシミュレーションを実施し、世界的に優れた高性能計算に贈られる「ゴードン・ベル賞」で2014年、
2015年と２年連続でファイナリストに選ばれる。

○ ポスト「京」に向けて理学、工学、社会科学のシミュレーションを組み合わせ、地震・津波が引き起こす都市の災害・被害の過程と避難等

の被害対応の過程を予測する「統合的予測システム」を開発中。

社会科学理学 工学

「京」で開発した都市丸ごとの地震シミュレー
ションの例。東京を対象に、精緻な都市モデル
を使って地盤と建物の揺れを計算。
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BOSAI-DRIP

J-SHISの利活用の推進
地震ハザード情報、地下構造等の情報を網羅的に

提供するポータルサイトを構築した。

・地震本部の地震の長期評価結果や地震動の評価結果に

基づいた「全国地震動予測地図」や、その予測に用いた基

盤データを提供。

・住所検索やクリックした場所での地震の揺れの発生確率

や揺れやすさ、活断層の大まかな位置等が閲覧可能。

・J-SHISで表示している情報をメッシュ形状とともに取得す

ることができるJ-SHIS Web APIを公開。

国や地方自治体等の防災対策検討
地震保険基準料率の算定根拠（損害保険料率算出機構）
事業者の工場・事業所の立地検討
J-SHIS Web APIを用いた独自サイト（例：朝日新聞等）

「揺れやすい地盤」サイトhttp://www.asahi.com/special/saigai_jiban/

活用事例
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BOSAI-DRIP

K-NET・KiK-net

気象庁・自治体

震度情報

震度情報

推定計測震度分布

リアルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）
SIPの課題採択により社会実装に向けたシステム開発へ

観測データを入力とし、全国の建物被害・曝露人口を推定、
Webおよびメールにて情報配信するリアルタイムシステム
PC, 携帯電話用Webシステムなどで配信を行う。

建物被害棟数推計

震度曝露人口推計

種別、年代別建物棟数データ
フラジリティカーブ

昼間・夜間人口データ

[配信状況]
日時：2011/03/11 14:50
報番号：第33報

[気象庁震源情報]
震源情報未確定

[各地推定被害状況]
○全国エリア
推定全壊数 28,596棟/57,742,878棟
推定全半壊数 69,266棟/57,742,878棟
推定曝露人口 903,548人(震度6強)

3,882,698人(震度6弱)
5,802,450人(震度5強)
7,197,730人(震度5弱)

推定被害状況地図：

携帯電話用Web

メール配信

揺れの分布や震度曝露人口を
「J-RISQ地震速報」としてWeb公開

http://www.j-risq.bosai.go.jp/
20



被害状況把握被害状況把握

リアルタイム被害推定・状況把握システム

災害対応支援のための利活用システム

被害状況に関する情報

知見の構造化によるWebアプリ
「災害対応チュートリアル」

災害情報収集システム災害情報収集システム

インフラ被災情報インフラ被災情報

推定

推定の確定化

地球観測衛星を利用した
災害情報

ソーシャルメディアを用
いた災害状況要約情報

アレイ

噴煙速度
測定ペア 野外における運

用試験・実証実験

火山ガス等のリアルタイムモニタリング技術開発

実証実験による利
活用ｼｽﾃﾑ検証

災害対応の意思決定支援

災害対応

リアルタイム被害推定リアルタイム被害推定

地震 対象：全国

250mメッシュ

人的被害推定

建物被害推定

関東・東海地域を対象とした地域詳細版ｼｽﾃﾑ(地震)

インフラ施設の被害
予測の試行データ

カメラ・SAR画像等
より得られる施設被
害情報

各府省庁や関係機関等で集約される被害状況に
関する情報を取り入れ、推定情報の確定化、被害
状況の把握

津波/豪雨浸水被害

津波・豪雨

地震被害：地震動及び建物の周期特性を考慮

対象：
モデル地域

周期特性を考慮した地震動
分布推定

被害推定のイメージ

■被害あり

関東・東海地域
詳細・高精度化

リアルタイム被害推定・状況把握システム（SIP）
地震動については、関東・東海地域を対象とした地域詳細版リアルタイム被害推定・状況把握シス
テムを構築する。
課題①、②との連携のもと、対象地域における津波、豪雨を対象としたリアルタイム被害推定・状況
把握システムを構築する。
他の研究課題・「気象災害軽減イノベーションハブ」の研究成果との連携を図る。

・Web版アプリ「災
害対応チュートリ
アル」の精緻化

3次元地盤モデルの構築3次元地盤モデルの構築
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暫定版SIP地震被害推定システムによる
推定全壊棟数分布

2016/04/14 21：26 Ｍ６．５ 2016/04/16 1：25 Ｍ７．３

それぞれの地震に対して
約10分後に建物被害を
推定算出

【左】熊本地震の震源と見られる部分

【右】全壊した建物の倒壊分布（推定）
と８人が死亡した地点

毎日新聞4月16日朝刊より
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府省庁連携防災情報共有システム（SIP4D）の概要

国全体で状況認識を統一し、的確な災害対応を行うために、所掌業務が異なる多数の府省庁・関係機関等の間で、
横断的な情報共有・利活用を実現するシステムの開発⇒災害対応の現場の業務実態に即したシステム

津波予測
（SIP①）

豪雨・竜巻
予測（SIP②）

被害推定
ﾃﾞｰﾀ（SIP⑤）

状況把握
ﾃﾞｰﾀ（SIP⑤）

等のﾘｱﾙﾀｲ
ﾑ共有

ため池決壊予測・氾濫
域推定し、対策支援を
行う等の利活用技術を
開発

データ構築
（SIP①～⑤）

ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ戦略に則った
各種取り組みとのﾃﾞｰﾀ共
有（G空間情報ｾﾝﾀｰ等）

SIP外部の取り組み

入出力自動変換

災害派遣医療チームの
派遣判断や患者輸送支
援、地域医療ﾆｰｽﾞ集約
等の利活用技術を開発

下流氾濫域の推定

DMATの
派遣判断等

被害推定情報

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

ため池決壊予測

ため池防災支援ｼｽﾃﾑ等

全国ため池
データベース

地震観測・豪雨予測情
報

－

－

＋

＋

＋

受け入れ不可

通行不可

派遣可能ルート
受け入れ可

受け入れ不可
ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀの
ｽﾄｯｸ･ﾌﾛｰ管理

 

各組織で運用する災
害関連情報システムと
の情報共有（そのため
の共通様式を提案）

各府省庁・関連機関 情報共有に基づく利活用技術

加工例：共通状況図

各組織から集約されるデー
タの統合処理（ﾃﾞｰﾀﾌｭｰｼﾞｮ
ﾝ）による新しい情報の作成

多種多様な情報の
関係性を知識ﾍﾞｰｽ化
した論理統合化技術

災害時保健医療活動
支援システム等

ため池防災支援

保健医療活動支援

配信技術（SIP⑥）
地域災害対応ｱﾌﾟﾘ

（SIP⑦）

共有情報に基
づく意思決定・
情報伝達等の
利活用や、新た
なアプリ開発

府省庁連携防災情報共有システム
SIP4D: Sharing Information Platform

for Disaster management

地域医療
ﾆｰｽﾞ対応

自治体・現地
災害対策本部

内閣府

国交省

最大のデータ
保有官庁

最大のデータ
利用官庁

総合防災情報ｼｽﾃﾑ

DiMAPS

IoT、AIに
よる最適化

厚
労
省

農
水
省
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基盤観測網の状況①
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基盤観測網の状況②
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